
​－ 目次 －​
​●​ ​残業や臨時収入に左右されない仕組みへ　被扶養者の年間収入、労働契約で判断​

​●​ ​準備を進めましょう ！　2026年に施行される法改正のポイント​

​●​ ​大企業ミドルシニアのキャリア意識　中小企業での活躍も視野に​

​●​ ​出生後休業支援給付　要件がわかる簡易ツール​

​●​ ​職場ハラスメント　3割が「誰にも相談しなかった」​

​●​ ​「日本版DBS制度」　子どもと関わる事業者には何が必要？​

​●​ ​育児休業給付金の回収事案が増加​

​●​ ​「年収の壁」対策、事業主の証明による特例を恒久化​

​カスハラ対策・就活セクハラ対策の義務化、施行日を26年10月1日とする方針​
​https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001595725.pdf​

​カスハラ対策・就活セクハラ対策について指針の素案​
​https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_65956.html​

​11月17日から「育児休業等給付専用のコールセンター」を設置​
​https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001593629.pdf​

​　​

​今月の「ニュースレター」の主な情報源は、以下のとおりです。​

​P.1​
​残業や臨時収入に左右されない仕組みへ​

​被扶養者の年間収入、労働契約で判断​

​2026年 1月号​
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​労働契約内容による年間収入が基準額未満である場合の被扶養者の認定における年間収入の取扱い​

​について（令7.10.1　保保発1001第3号・年管管発1001第3号）​

​https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T251006S0060.pdf​

​労働契約内容による年間収入が基準額未満である場合の被扶養者の認定における年間収入の取扱い​

​に係るQ＆Aについて（令7.10.1　事務連絡）​

​https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T251006S0070.pdf​

​　健康保険の被扶養者の認定にかかる「年間収入」の判断基準が2026年４月から変わります。​

​《現行》「今後1年間の収入見込み」で判断　→《４月から》「労働契約で定められた賃金」で判断​

​　「労働契約に明確な規定がなく労働契約段階では見込み難い​​時間外労働​​に対する賃金等は、被扶​

​養者の認定における年間収入には含まない」と記載されており、今回の変更は就業調整を防ぐこと​

​が目的のようですが、「労働契約に明確な規定がなく労働契約段階では見込み難い時間外労働に対​

​する賃金等」とは具体的にどういうケースを指しているのか、契約書では残業「有り」となってい​

​るが時間数までは明記されていない場合はどうなのか、賞与「有り」となっているが金額までは明​

​記されていない場合はどうなのか、といった点がQ&Aでも説明されていなかったため、厚生労働省​

​に問い合わせて確認しました。​

​▼詳細をnoteにまとめています。​

​https://note.com/sr_newsletter/n/ncb1d6ac102e4​

​P.2​
​準備を進めましょう ！​

​2026年に施行される法改正のポイント​

​✅子ども子育て支援金　​

​https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001228302.pdf​

​https://www.cfa.go.jp/policies/kodomokosodateshienkin/faq​

​https://www.denkikenpo.or.jp/UploadedFiles/20250609_leaflet.pdf​
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​✅ハラスメント対策・女性活躍推進法​

​男女の賃金の差異の算出及び公表の方法について（現行制度の解説資料）​
​https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/content/contents/001218423.pdf​

​令和７年の労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律​
​（労働施策総合推進法）等の一部改正について​
​https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/zaitaku/index_00003.html​

​ハラスメント対策・女性活躍推進法に関する改正ポイントのご案内​
​https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/news_topics/topics/kokin_0613.html​

​✅障害者雇用促進法​

​https://www.mhlw.go.jp/content/001064502.pdf​

​✅公益通報者保護法​

​令和7年改正について​

​https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/ov​

​erview#r7_amendment​

​現在の制度　公益通報ハンドブック（令和4年6月施行）​

​https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/ov​

​erview/assets/overview_220705_0001.pdf​

​P.4​
​大企業ミドルシニアのキャリア意識​

​中小企業での活躍も視野に​

​「ミドルシニア世代のセカンドキャリアに関する意識調査」結果概要​

​https://www.sangyokoyo.or.jp/topics/2025/mid-senior_secondcareer_20250902.html​

​　大企業のミドルシニア世代では、定年前後の転職や独立を前向きに捉える人が増えています。転​

​職希望ではない層の中にも「自分を必要としてくれる中小企業があれば挑戦したい」という意欲が​

​見られました。人手不足が続く中小企業にとっては、ミドルシニアの活用が重要な経営戦略の一つ​

​になりそうです。​
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​P.4​ ​出生後休業支援給付　要件がわかる簡易ツール​

​出生後休業支援給付の簡易診断（要件確認）ツール​

​https://www.mhlw.go.jp/stf/syussyougo_kanishindan_00001.html​

​　出生後休業支援給付は、夫婦双方の育休取得状況を確認する必要があり、要件確認が煩雑になり​

​がちです。簡易診断ツールを使えば、必要期間や提出書類を簡単に把握でき、従業員自身で状況を​

​確認してもらう際にも有効です。​

​　冒頭の速報でご紹介したとおり、「育児休業等給付専用のコールセンター」も開設されていま​

​す。​

​https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001593629.pdf​

​P.5​
​職場ハラスメント​

​3割が「誰にも相談しなかった」​

​「ハラスメント」に関する実態調査​

​https://corp.en-japan.com/newsrelease/2025/43338.html​

​　​

​　職場でハラスメントを受けた人のうち3割が「誰にも相談しなかった」と回答しており、相談して​

​も状況が改善しなかった人は7割にのぼります。相談窓口の未整備や形骸化、解決への不信感が背景​

​にあると考えられます。​

​P.6​
​「日本版DBS制度」​

​子どもと関わる事業者には何が必要？​
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​こども性暴力防止法（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等​

​のための措置に関する法律）​

​https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou​

​性犯罪歴を確認する「日本版ＤＢＳ」、大手塾３２社が参加前向き…50社に読売新聞がアンケート​

​https://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/kyoiku/news/20240624-OYT1T50168/​

​　日本版DBS（子どもと接する仕事に就く人の性犯罪歴を確認する制度）を含む「こども性暴力防​

​止法」は2026年12月に施行予定です。民間教育事業者は「認定」を受けることで対象となり、相談体​

​制の整備や職員の性犯罪前科確認、性暴力の恐れがある場合の配置転換などが求められます。​

​P.7​ ​育児休業給付金の回収事案が増加​

​育児休業給付金の回収事案が増えています​

​https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/content/contents/001946762.pdf​

​　​

​　育児休業給付金の回収事案が増えているとして、茨城労働局が注意喚起のリーフレットを作成し​

​ました。男性育休の増加により取得形態が多様化していることなどから、現場と人事の連携不足に​

​よる誤申請が増えているようです。​

​P.8​
​「年収の壁」対策、​

​事業主の証明による特例を恒久化​
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​「年収の壁・支援強化パッケージ」における事業主の証明による被扶養者認定の円滑化の取扱い​

​の恒久化について（令７.10.１　保保発1001第１号）​

​https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T251006S0050.pdf​

​乱丁・落丁、掲載記事の誤字その他の誤りがありましたら事務局までご連絡ください。​

​内容へのご質問は恐縮ですが原則として有料となります。​

​社労士ニュースレター便　事務局​

​contactdesk@sr-newsletter.com​

​リンクティブ株式会社​

​TEL：050-3529-5892​

​FAX：050-1712-6953​

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T251006S0050.pdf

